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　平素より私ども米子信用金庫に格別のご支援とご愛顧を賜り、誠にありがたくお礼申し上げます。
　令和3年度の我が国経済は、長期化する新型コロナウイルスの影響等により力強さを欠き、景気の先行きも不透明な状況にあります。当地に
おきましても、厳しい状況が続いております。
　このような環境のなか、令和3年度は新中期経営計画“地域☆活力☆共創”～地域と共にコロナ禍を克服し未来へつなぐ～を策定、『地域で
一番“ありがとう”と言われるコミュニティバンク』を目指す姿に掲げて、地域・お客さまの課題解決サポートに取り組んでまいりました。
　新型コロナウイルスの影響を受けられたお客さまに対する資金繰り支援や補助金サポート等に取り組むとともに、営業店と本部ビジネスサポート
チーム、外部支援機関等と連携して、お取引先の課題解決に向けた本業支援、経営改善支援や事業再生支援等に取り組んでまいりました。その
ほか信金ネットワークを活用してお客さまをつなぐマッチング支援や、山陰しんきん「食」のオンライン商談会開催による販路拡大支援、SNSを
活用したお取引先企業の情報発信サポート等にも取り組んでまいりました。
　また持続可能な地域社会の実現に向けて、SDGｓ私募債の取扱開始、SDGｓ定期預金発売のほか、米子市等との協働による「よなご住んで
楽しいまちづくりファンド」の設立、日南町有林J-クレジット地域コーディネーターへの就任、環境省「令和3年度
ESG地域金融促進事業」等に取り組んでまいりました。
　こうした取り組みの結果、厳しい経営環境の中ではありましたが、経常利益は270百万円、当期純利益は
264百万円を計上することができました。
　当金庫は本年12月2日、おかげさまで創立100周年を迎えます。これもひとえに、地域の皆さまからの永年に
わたるあたたかいご支援とご愛顧の賜物であり、役職員一同心より感謝申し上げます。
　「この街と輝く未来へ」を100周年スローガンとして掲げ、お客さまと一緒になって地域・お客さまの課題解決に
取り組み、持続可能な未来づくりに貢献していく所存でございます。今後ともご支援ご鞭撻を賜りますようお願い
申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　令和4年7月

ごあいさつ

私達は協同組織の理念に基き、
地域社会の経済発展に寄与して、
豊かな住みよい郷土の建設に尽し、
大衆より愛される金庫になることを期する。

基本方針

金庫概要（令和4年3月末現在）

1.  地域とともに、未来づくりに貢献します
1. 健全経営により、地域から信頼される
　 金庫にします
1. 働きがいのある職場を実現します

経営方針

鳥取県米子市東福原2丁目5-1
大正11年12月2日
2,638百万円
189名

■ 所  在  地
■ 設　    立
■ 出  資  金
■ 常勤役職員数

15,782名
15カ店
192,001百万円
128,523百万円

■ 会 員 数
■ 店 舗 数
■ 預 金 残 高
■ 貸出金残高
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中小事業者の発展と大衆の生活向上、地域活性化に貢献し、地域から愛される信用金庫となること。
これがいつまでも変わることのない当金庫の存在意義です。
この想いを胸に、100年間、この街と共に歩んできました。

そしてこれからも、信用金庫の強みや業界ネットワークを活かしながら地域・お客さまの課題解決をサポートし
地域・お客さまとともに"この街の輝く未来"を目指してまいります。

持続可能な未来づくりへの貢献
中小・小規模事業者の発展、新たな挑戦を応援します

地域に集う人たちの夢の実現を応援します

地域活性化・社会貢献活動に取り組みます

３つの柱

썪쎅֗썿ً썦ະདྷ쎏
100の「00」部分を当金庫の鳥の
フォルムに見立て、さらに「メビウ
スの輪」をイメージさせるような形
にし、今後の発展性や無限性を表
現しました。

■スローガン ■ロゴマーク

　「米子信用組合」が誕生したのは大正11年。この街で事業を営み、生活している人たちが寄り集まって、
自分たちの未来、この街の未来のために必要な「自分たちの金融機関」を創りたいとの“願い”から生まれた金融機関です。

쎟쎁썫썮쎪썤쎪쎅ݪ
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中期経営計画（2021年～2023年度） ー地域★活力★共創ー

米子信用金庫と地域社会
　当金庫は、鳥取県西部並びに島根県東部地域を事業区域とし、地域の皆さまから大切な資金をお預かりし、会員の方 を々中心とする地域の
皆さまに資金提供することで、地域の活性化を図っていきます。また、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に
積極的に取り組んでいます。
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■ 当期利益　■ コア業務純益※

※業務純益から一般貸倒引当金と国債等債券関係損益を除いたもので、
　信用金庫の本来の業務活動による収益力を表しています。

損  益

令和2年3月末
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※計数は令和4年3月末現在

会員数
15,782名

お客さま／会員
文化的
社会的
貢献

支援
サービス

貸出金
貸出金残高

128,523百万円

預金積金
預金積金残高
192,001百万円

出資金
出資金残高
2,638百万円

役職員数：189名
店 舗 数：15カ店

地域で一番
“ありがとう”と言われる
コミュニティバンク
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地域社会、地域文化、スポーツ振興への取り組みを積極
的に行っております。詳細は8ページをご覧ください。

文化的・社会的貢献に関する事項

お客さまからお預け入れいただいた預金
積金につきましては、お客さまの様々な資金
ニーズに応え、地域経済の活性化に資する
ために、円滑な資金供給を行う形でお客さまや
地域社会に還元しております。

地域のお客さまへのご融資

お客さまからお預かりした資金をご融資の
ほか、信金中金預け金や有価証券で運用
しております。有価証券の運用については、
安全性・収益性に配慮し、市場動向を考慮
した運用を行っております。

貸出以外の運用

米子信用金庫 SDGs宣言
　米子信用金庫は、協同組織の理念である相互扶助の精神並びに「地域社会繁栄への奉仕」「中小
企業の健全な発展」「豊かな国民生活の実現」という信用金庫のビジョンのもと、事業活動を通じて
SDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献し、持続可能な地域社会の実現を目指します。

※SDGsとは国連で採択された「持続可能な開発目標」のことで、社会が抱える問題を解決し、
　世界全体で2030年を目指して明るい未来を作るための17のゴールと169のターゲットで構成されています。

重点項目 ❶パートナーシップの発揮  ❷地域経済の持続的繁栄  ❸暮らしやすい地域社会の実現

目指す姿「地域で一番“ありがとう”と言われるコミュニティバンク」
お客さまと一緒になって、地域・お客さまの課題解決をサポートすることで、地域活力の創造に貢献してまいります。

“ありがとう”増加
お客さま・地域の「成長」「発展」

Ⅰ. 地域貢献力強化 お客さまサポート営業の“深化”
Ⅱ. 生産性向上 環境変化を見据えた業務再構築
Ⅲ. 組織力強化 人財・経営基盤を再構築
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不良債権額・不良債権比率

不良債権額の状況（金融再生法ベース）

令和2年3月末
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令和3年3月末
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令和4年3月末

4,886
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■ 個人　■ 法人　■ その他（金融機関、公金）

令和2年3月末

32,523

146,093

180,828

2,212

預金残高

令和2年3月末

（ 百万円 ）

0
令和3年3月末 令和4年3月末
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109,335
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80,356

27,759

123,890

19,637

79,819

29,067

128,523

貸出金残高

米子信用金庫と地域社会 令和３年度 決算概要
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　2021年8月より、よなごしんきんSDGs私募債（寄付型）の取扱いを開始しました。発行金額の一部を上限に教育機関等へ
SDGｓ活動に資する寄付・寄贈を行うもので、地域のお客さまとともにSDGｓ普及拡大や社会的課題解決に向けた取り組みを
後押しするものです。

　2022年2月、米子市、鳥取銀行と協働し「よなご住んで楽しいまちづくりファンド」を
設立しました。事業者の空き家・空き店舗などの遊休不動産の利活用を支援することで、
まちなかと郊外の一体的発展やまちの魅力向上につなげることを目指しており、4月に
は第1号案件への投資を行ないました。

　本部組織横断のビジネスサポートチームを中心に、外部専門機関・
外部専門家とも連携しながら、お取引先の経営改善や事業再生支援
等に取り組んでいます。

お客さま
課題解決のサポート

連 携
営業店

営業統括部 審査管理部

外部専門機関
●鳥取県・島根県中小企業
　活性化協議会
●認定支援機関による
　コンサルタント斡旋
●支援ネットワーク
●事業再生ファンド
●事業承継・引継ぎ
　支援センター　等

※DDS（Debt Debt Swap）とは、財務状態の実質的改善を図るため、既存の貸出金を別の条件の貸出金に変更することです。

鳥取県“中小企業活性化協議会”等との連携

抜本的な財務支援…資本性借入金（ＤＤＳ）による財務再構築

外部コンサルタント連携支援

継続的な伴走型支援

ビジネスサポートチームによる
コンサルティング機能

「みのり」
よなごしんきん アグリローン

創業
支援

成長
支援

経営
支援

事業
再生

事業
承継

SDGｓ私募債（寄付型）取扱開始

持続可能な未来づくりへの貢献 中小・小規模事業者の発展、新たな挑戦を応援します

お客様の課題解決に向けて

商店街創業相談窓口 山陰しんきん「食」のオンライン商談会

創業支援

　本町支店、境港支店に設置した「商店街創業
相談窓口」で、中心市街地での起業、創業を目
指す事業者を、資金面だけでなく、情報や経営
ノウハウの提供で支援をしています。

販路拡大支援

　農業を営むお客さまに必要な資金を円滑・
迅速に供給するため、よなごしんきんアグリ
ローン「みのり」の取扱いを開始しました。

環境省「令和３年度ＥＳＧ地域金融
　　  促進事業」への採択

　「再エネ普及による脱炭素社会の実現と地域経済の持続可能性向上に
向けた取り組み」が、環境省が実施する「令和３年度ＥＳＧ地域金融促進
事業」に採択されました。

　お取引先の販路拡大を支援するため、山陰地区６信用金庫
が初の取組みとなるオンライン
での商談会を開催いたしました。
首都圏の大手百貨店をはじめと
するバイヤー様と山陰地区事業
者のサプライヤー様による50件
の商談を実施いたしました。

しんきんフードＥＸＰＯ2021

　信金中央金庫が主催するオンライン
ビジネスフェア「しんきんフード
EXPO2021」への参加をご案内し、
コロナ禍でのお取引先の販路拡大
支援を図りました。

お客さま
（私募債発行企業）

寄付・寄贈

私募債の発行・引受
寄付・寄贈先の選定

私募債発行企業様の意向に
基づき、SDGｓ活動に資する
寄付・寄贈を行います。

寄付・寄贈先

新型コロナウイルス
感染症に係る
お取引先支援

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けられた
お客さまをご支援するため、融資相談窓口を全店
舗へ設置し、融資関連手数料の一部免除を実施
したほか、各種助成金や外部専門家をご紹介する
など、さまざまな取り組みをしてまいりました。

さまざまなお客さま支援メニュー

「よなご住んで楽しいまちづくりファンド」を
　　　   通じた地域活性化支援

生産性向上支援
● 補助金申請サポート
● 経理代行サービス
● 抗菌抗ウイルス加工施工

人材雇用支援
● 中途採用人材紹介
● 外国人人材紹介
● 経営者の結婚相手紹介

ITツール導入支援
● 受発注業務・請求書電子化
● 電子請求書早払い
● テレワーク支援

福利厚生支援
● OFFICE  DE  YASAI
● ホームセキュリティ
● 冠婚葬祭互助会

販路拡大支援
● クラウドファンディング
● 大型ビジョン広告宣伝
● 土地・資産活用

事業計画等策定支援
● 経営コンサルティング
● 事業計画立案
● 従業員研修・セミナー
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持続可能な未来づくりへの貢献
地域に集う人たちの夢の実現を応援します

持続可能な未来づくりへの貢献
地域活性化・社会貢献活動に取り組みます

ローン･資産運用等
ご相談窓口

フリー
ダイヤル

 窓口係や営業係、
本部専門スタッフ
が、お客さまのライフ
ステージに合わせた
さまざまなご相談に
お応えしております。

お客さまからの「ローン・資産運用等ご相談窓口」フリーダイヤル
を設けています。

　当金庫とお客さま双方で協力し、地域を
盛り上げていく情報発信に取り組んでいます。
お客さまとお客さまを当金庫の情報で繋ぎ、
職員が地域の魅力を発信しています。

　当金庫と地元旅館組合、観光協会、自治
体で結成した「皆生温泉観光宣伝隊」では、
2001年から20年以上に渡り、全国の信用
金庫ネットワークを活かした、皆生温泉への
観光誘致活動を実施しています。
　この度、その取り組みが全国信用金庫協
会主催の信用金庫社会貢献賞において、地
域活性化に大きく貢献した活動に対して行
われる「FaceToFace賞」を受賞しました。

　当金庫は、地域の皆様と連携し、地域の課題解決に向け
て取り組んでおります。
　企業版ふるさと納税制度を活用した地域創生スキーム
「ＳＣＢふるさと応援団」に、当金庫が参画する米子市皆生
温泉人材発掘・育成・情報発信事業「かいけラボ」を推薦し、
寄付金の贈呈を受けました。
　かいけラボは、皆生温泉エリアの豊かな観光資源を生
かしたビジネスの創出・起業家の育成を目的とした「カイケ
エリアデザインスクール」開催や、海水浴場のリブランディ
ングなど、皆生温泉エリアの魅力向上に貢献しています。

　鳥取県とともにＳＤＧｓを推進
する、「とっとりＳＤＧｓパートナー｣
制度に参画しています。

　お客さまの販路拡大や地域社会の発展につながるよう、
“元気な会社のいい仕事”をご紹介する地域経済応援番組
の番組スポンサーを務めています。

お客さまのライフステージに
合わせたご提案

当金庫スポンサー番組「山陰ぐっジョブ！」

　お客さまのライフスタイルに合わせたニーズに対応する
ため、マイカーローンや教育ローンなど、お申し込みから
ご契約までＷＥＢ上のお手続で完結するローンを取り
扱っています。

WEB完結型(来店不要型)ローン

(0120)475-005

地域密着の金融機関として、当金庫のSNS
(情報発信力･お客さまとの繋がり)で

その輪の広がりにより地域の活性化、
盛り上がりに貢献

➡ 販路拡大支援､デジタル販促支援
お店とお客さまをつなぐ

➡ あらたな事業アイデア･発見､イノベーション
お店とお店をつなぐ

経済産業省が進める
「健康経営法人2022
（中小規模法人部門）」認定

認定証

毎年６月１５日に実施している「信用金庫の日」ですが、今年は１００周年ということで感謝の記念クッキーを配布したほか、キッチン
カーイベントや写真展など各店でさまざまな企画を実施いたしました。

観光宣伝隊出発の様子

授賞式

■■■■■■■ カイケエリアデザインスクール「SCBふるさと応援団」による寄付金贈呈

2020年、コロナ禍で活動が制限される中、
PR動画を制作し皆生温泉の魅力を発信Face to Face賞

　職員の健康保持・増進に取り組み、職員
一人ひとりが生き生きと活躍できる職場
づくりを進めていきます。

金庫職員によるお客さまお出迎え

「 夏休み
リサイクル
アイデア展 」
開催

100周年
に向けた
取組み

100周年デザインカレンダー

金融教育
への

取り組み

皆生温泉エリア魅力向上に向けた取り組み

とっとりＳＤＧｓ
パートナー

 「日南町有林Ｊ－クレジット地域コーディネーター」に
就任し、日南町Ｊ－クレジットの認知度向上や、地域
事業者によるＳＤＧｓやカーボン・オフセットへの取り
組みを拡げる活動を行なっています。

日南町有林Ｊ－クレジット
地域コーディネーター

皆生温泉観光宣伝隊
の取り組み

通帳･キャッシュカードのリニューアル

100周年記念ＳＤＧｓ定期預金の発売

ＳＮＳを通じた地域活性化支援

米子信用金庫 公式SNS

Facebook

Instagram

公式アカウント
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米子信用金庫の事業内容と各種計数

1 .  預金業務
（１）預　金
     当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、
     定期預金、定期積金、別段預金、
     納税準備預金等を取り扱っております。
（２）譲渡性預金
     譲渡可能な預金を取り扱っております。

3 .  有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、
社債、株式、その他の証券に投資しております。

4 .  内国為替業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を
取り扱っております。

2 .  貸出業務
（１）貸　付
     手形貸付、証書貸付、及び当座貸越を
     取り扱っております。
（２）手形の割引
     商業手形の割引を取り扱っております。

5 .  付帯業務
（１）代理業務
　　（イ）日本銀行歳入代理店
　　（ロ）地方公共団体の公金取扱業務
　　（ハ）住宅金融支援機構等の代理店業務
　　（ニ）株式払込金の受入代理業務
　　（ホ）（株）日本政策金融公庫等の代理貸付業務
（2）有価証券の貸付
（3）債務の保証
（4）公共債の引受
（5）国債等公共債の窓口販売
（6）両　替

（7）保険商品の窓口販売
　  （保険業法第275条1項により行う保険募集）
（8）証券投資信託の窓口販売
（9）M&A関連業務
（10）ビジネスマッチング関連業務
（11）デリバティブ取引
（12）相続関連業務の媒介業務
（13）電子債権記録業に係る業務
（14）有価証券の私募の取り扱い
（15）特定目的会社が発行する特定社債の引受け、
　　 又は当該引受けに係る特定社債等の募集の取り扱い

主 要 な 事 業 の 内 容

事業者の皆さまのサポートに関する各種計数

令和3年度 金融仲介機能のベンチマークに関する事項

■商店街創業相談窓口での成約状況

令和3年度実績 1件　3百万円

■補助金申請支援実績

令和3年度実績 61件

■令和3年度の経営改善支援等の取り組み実績

αのうち期末に
債務者区分が
ランクアップした先数

αのうち期末に
債務者区分が
変化しなかった先数

αのうち
再生計画を
策定した先数

期初
債務者数

うち
経営改善支援
取組み先数

経営改善
支援取組み率

再生計画
策定率

ランク
アップ率

0192,307 19 0.8% 0.0% 100.0%18

（単位 ： 先）

合　　計
A α β γ δ α/A β/α δ/α

■私募債発行（米子信用金庫保証付）

令和3年度実績 7件 360百万円

■無担保スピードローンの取り扱い

令和3年度実績 16件 52百万円

中小企業に適した資金供給手段

　私募債発行など、不動産担保に過度に
依存しない融資手法の活用に取り組んだ
ほか、個人保証に過度に依存しない融資の
促進に努めています。

■当金庫が貸出条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況
１．取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上

条件変更総数

39先

好調先

1先

順調先

22先

不調先

16先

■経営者保証に関するガイドラインの活用先数、及び、全与信先数に占める割合
２．担保・保証に過度に依存しない融資

経営者保証に関するガイドラインへの取り組み

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継に
焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣旨や
内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務整理の相談を受け
た際に真摯に対応するための態勢を整備しています。また、経営者
保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営
者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン等の記載
内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

※「保証債務整理」については、当金庫をメイン金融機関として成立に至った
　経営者保証に関するガイドラインに基づくお申し出はありませんでした

令和3年度
379件新規に無保証で融資した件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 13.9％
保証契約を解除した件数 50件

ガイドライン活用先数 429先
全与信先数 2,257先
割合 19.0％

４．ライフステージに応じた取引先企業の支援強化
■販路拡大支援を行った先数

５．外部機関との連携
■中小企業活性化協議会を利用している先数

令和3年度実績 9先

■リスク管理債権額

破産更生債権 621百万円
危険債権 3,043百万円
三月以上延滞
貸出条件緩和
合計

ー 百万円
1,221百万円
4,886百万円

３．本業支援・企業のライフステージに応じたソリューションの提供
■創業支援先数

令和3年度実績 33先

■事業承継支援先数

令和3年度実績 30先

名　　称主催者 商談実績開催日 開催場所

信金中央金庫

鳥取県・米子信金

山陰しんきん
「食」のオンライン商談会

伯耆の食マッチング商談会

出展企業8社令和3年10月12日 オンライン

出展企業9社令和4年1月26日 オンライン
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沿　革

大正 11年12月

昭和　7年　3月
14年　4月
18年10月

23年　5月
26年10月

27年10月

29年　5月
32年　4月

33年　6月

44年10月

46年　9月

51年　6月

52年　2月

54年　5月

58年　5月
6月

平成　7年　3月
11年　3月
12年　6月

12月
13年　4月
14年　1月

7月
10月

15年　3月
16年　1月

6月
9月
10月

17年　1月
3月
10月

18年　7月

19年　5月

20年　9月
21年　9月

22年　3月
6月
9月

23年　7月
9月
10月

24年　6月
9月

25年　2月
7月
8月
11月

26年　7月
10月

27年 11月
28年　7月

10月
29年　4月

8月

9月
10月

11月
30年　7月

11月
令和2年　2月

8月
12月

3年　3月

8月
令和4年　2月

令和4年7月1日現在

総 代 会

営 業 店

米子信用金庫機構図
溝口支店、南支店へ統合
PBC米原支店リニューアルオープン
商店街創業相談窓口を設置
（本町支店・境港支店）
御来屋支店、淀江支店へ統合
駅前支店、本町支店へ統合
旗ヶ崎支店、西支店へ統合
米原支店、本店パーソナルバンキングセンター
出張所へ変更
第１回山陰しんきんビジネスフェア開催（米子市）
西支店新築移転オープン
東支店、本店営業部東出張所へ変更
皆生支店、北支店皆生出張所へ変更
皆生出張所店舗内店舗化実施
東出張所新築移転オープン
第２回山陰しんきんビジネスフェア開催（松江市）
青砥隆志　第九代理事長に就任
東出張所を東支店へ、南支店を
東支店南出張所へ変更
東出雲支店（旧揖屋支店）新築移転オープン
「よなごしんきんでんさいサービス」取扱開始
赤碕支店、本店営業部赤碕出張所へ変更
当金庫スポンサーテレビ番組「ぐっジョブ！」放映開始
「よなごしんきん地域応援ファンド」の取扱い実施
第３回山陰しんきんビジネスフェア開催（米子市）
皆生出張所（北支店店舗内店舗）、北支店へ統合
第4回山陰しんきんビジネスフェア開催（出雲市）
北支店新築移転オープン
三柳支店、北支店へ統合
第５回山陰しんきんビジネスフェア開催（米子市）
よなごしんきんＣＳＲ私募債「輝く未来」取扱開始
伯耆国「大山開山１３００年祭」広報活動の
協力に係る協定締結
カラーユニバーサルデザイン通帳　取扱開始
（株）日本政策金融公庫との業務連携・協力に
係る覚書調印
南出張所、東支店店舗内店舗化実施
松江支店・松江北支店（店舗内店舗）移転オープン
地域情報発信活動「よなっ子通信」開始
第6回山陰しんきんビジネスフェア開催（松江市）
新型コロナウイルスに関する融資相談窓口設置
「山陰しんきん事業承継パートナーシップ」発足
クラウドファンディングを活用した「しんきん山陰の
魅力発掘プロジェクト」発足
「ＳＤＧｓ宣言」の公表および山陰地区６金庫による
「ＳＤＧｓ推進に関する連携協定」締結
「ＳＤＧｓ私募債（寄付型）」取扱開始
「よなごしんきん100周年記念ＳＤＧｓ定期預金」取扱開始
「よなご住んで楽しいまちづくりファンド」設立

理 事
理 事
理 事

坂口　平兵衞（※１）
堀田　收（※１）
並河　元（※１）

常勤監事
監 事
監 事

竹内　正美
川中　修一
宮永　秀昭（※2）

理 事 長
常務理事
常務理事
常勤理事

［代表理事］

［代表理事］

［代表理事］

青砥　隆志（※１）
板垣　慶太
御堂河内　哲
岡村　哲晶

※１　信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※２　信用金庫法第３２条第５項に定める員外監事です。

理 事 長

常 務 理 事

常 勤 理 事

理 事 会 監 事 会

常 勤 理 事 会 常 勤 監 事

リスク管理委員会

A L M 委 員 会監 査 部

監 査

総 合 企 画 部

経 営 企 画
財 務

営 業 統 括 部

営 業 支 援

審 査 管 理 部

審 査・管 理
資 産 査 定
ロ ー ン

人 事 総 務 部

総 務
秘 書
人 事
コンプライアンス
お客様相談室

業 務 管 理 部

業 務 管 理
システム管理

コンプライアンス委員会

役　 　員

産業組合法による「有限責任米子
信用組合」設立認可
坂口豊蔵　初代組合長に就任
坂口惣五郎  第二代組合長に就任
仙田定太郎  第三代組合長に就任
市街地信用組合法により「米子信
用組合」に改組
青砥喜三郎  第四代組合長に就任
信用金庫法に基づく「米子信用金
庫」に改組
営業地区を拡張し鳥取県東伯郡を
加える
内国為替業務開始
安来信用金庫を合併（安来信用金
庫本支店を安来支店、荒島支店、
揖屋支店として引き継ぐ）
営業地区を拡張し隠岐島全域および
島根半島の一部を加える
本店新築移転（旧本店を本町支店
として開設）
営業地区を拡張し鳥取県東伯郡大
栄町全域と島根県八束郡宍道町を加える
営業地区を拡張し、島根県出雲市、
平田市、簸川郡斐川町、大社町を加える
中国地区共同事務センターに加盟
しオンライン開始
青砥喜三郎  会長に就任
藤原孝太  第五代理事長に就任
青砥順  第六代理事長に就任
国債等窓口販売業務開始
鳥取県収入証紙小売りさばき業務開始
郵貯ATMとの相互接続開始
青砥順  会長に就任
内海敏  第七代理事長に就任
しんきんＡＴＭゼロネットサービス開始
損害保険窓口販売業務開始
売掛債権担保融資保証制度取扱開始
投資信託窓口販売業務開始
生命保険窓口販売業務開始
個人向け国債の取扱開始
インターネットバンキングサービス開始
鷲見　弘  第八代理事長に就任
ローンセンター開設
「さんいんネットサービス」の開始
（山陰の7信金と山陰合同銀行との
ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料の無料化）
無利息型普通預金の取扱開始
お客様相談室の開設
ローンセンター、米原支店に移転
オープン（土日営業開始）

ビジネスサポートチーム
事業成長支援・事業再生支援

組 織 と 役 員 米 子 信 用 金 庫 の あ ゆ み
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総代会制度について
　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本に、会員一人一人の意見を最大の価値とする協同組織金融機関です。従って、会員は、
出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しかし、当金庫では会員数が大変多く、総会の
開催は事実上不可能です。そこで、当金庫では会員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、総会と同様に、
会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者を選考する選考委員を
選任し、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
　さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、お客さまカードの店頭設置、電話による意見・要望・苦情窓口の設置、役職員による日々 の訪問
活動など、日常の事業活動を通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでおります。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

（1）総代の任期・定数
　　・ 総代の任期は3年です。
　　・ 総代の定数は、90～120人で、会員数に応じ
　　  て各選任区域ごとに定められております。
　　　なお、令和4年3月31日現在の総代数は
　　　109人で、会員数は15,782人です。
（2）総代の選任方法
　　総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫
　　の経営に反映する重要な役割を担っております。
　　そこで、総代の選考は、総代候補者選考基準に
　　基づき、次の3つの手続きを経て選任されます。
　　①総代会の決議により、会員の中から総代
　　　候補者選考委員を選任する。
　　②その総代候補者選考委員が総代候補者
　　　を選考する。
　　③上記②により選考された総代候補者を
　　　会員が信任する。
　　　（異議があれば申し立てる）

Y O N A G O
S H I N K I N
2 0 2 2

総代候補者選考基準

1 . 総 代 会 制 度

2 . 総 代 と そ の 選 任 方 法

第100期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。
①報告事項
　第１００期（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）業務報告、貸借対照表及び損益計算書の内容報告について
②決議事項
　第1号議案　剰余金処分案の承認について
　第2号議案　会員の除名について
　第3号議案　理事及び監事の選任について
　第4号議案　退任役員に対する退職慰労金の贈呈について
　第5号議案　総代候補者選考委員の選任について
　
上記議案は原案どおり承認可決されました。

3 . 第100期通常総代会の決議事項

総代が選任されるまでの手続きについて

A.他の候補者を選考

総代の氏名を店頭に1週間掲示

B.欠員（選考を行わない）

異議申出期間（公告後2週間以内）

A、Bいずれか選択

（上記②以下の手続きを経て）（上記②以下の手続きを経て）

総代会の決議により、選任区ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を店頭に掲示

地区を4つの選任地区に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める

選考委員が総代候補者を選考 理事長に報告

左記掲示について電子公告総代候補者の氏名を、1週間店頭掲示

理事長は総代に委嘱

・会員から異議がない場合　又は
・選任区域の会員数の1/3未満の会員
 から異議の申出があった総代候補者

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2以上

・選任区域の会員数の1/3以上の会員
 から異議の申出があった総代候補者

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2未満

①資格要件
　・当金庫の会員であること
　・就任時点で80歳を超えていないこと
②適格要件
　・総代として相応しい見識を
　 有していること
　・良識をもって正しい判断が
　 できること
　・人格・識見に秀れ、当金庫の
　 発展に寄与できること
　・その他、総代として適切と
　 思われること

〈 総代会は会員一人一人の意見を適正に反映するための開かれた制度です 〉

会　員
総代会

②選考基準に基づき
　総代候補者を選考

決算に関する事項、
理事・監事の選任等
重要事項の決定

選考委員 総代候補者
③総代候補者氏名を店頭
　に掲示し、所定の手続き
　を経て、会員の代表と
　して総代を委嘱

※業種別の構成比は、法人役員、個人事業主に限る。

〈総代の属性別構成比〉

職業別

年代別

業種別

法人役員９２．６％、個人事業主２．８％、個人４．６％

７０代以上４７．２%、６０代２２．２％、５０代２４．１％、４０代６．５％

製造業１０．６％、建設業２２．１％、情報通信業１．９％、卸・小売業３７．５％、不動産業２．９％、各種サービス業２５．０％

総　代

①総代会の決議により、会員の中から
　選考委員を選任する

4 . 総代の氏名等

松江市、安来市、出
雲市（旧佐田町、多
伎町、湖陵町を除く）
隠岐郡

鳥取県西伯郡、
日野郡、東伯郡琴浦
町、北栄町（旧北条
町を除く）

第１区

第2区

第3区

第4区

62名米子市

人数 氏　　　名選任区域

境港市 7名

16名

23名

※氏名の後の数字は総代への就任回数

（令和4年７月15日現在　五十音順、敬称略）

浅中　靖正① 足立　英市⑧ 安達　哲也⑤ 阿部　信行⑦ 伊坂　　明① 
井上　賢明③ 井上　園子⑥ 上田　博久⑧ 宇田川英二② 内田　幸男④ 
梅林　哲朗⑩ 尾沢　三夫⑨ 笠岡　範之⑤ 加藤　典裕② 金山　博眞⑦ 
金山　福雄① 河端　明彦⑤ 越河　貴文② 小西　慶太⑥ 小林　重喜③ 
坂口千加広① 佐久間　信⑤ 柴野　憲史⑦ 島　　秀佳① 島津　捷一⑧ 
清水　康之⑧ 須山　裕文② 高橋　孝之④ 田口　立身⑦ 竹ノ内賢一郎① 
田中　康裕① 多林美智子② 田本　寛光⑧ 辻　　一郎② 鶴田　陽介⑥
土井　一朗⑤ 中島　太郎⑤ 永見　吉平⑧ 成瀬　以久① 難波　　収⑤ 
野津　健市① 波多野和雄⑦ 秦野　博行② 羽子田靖彦⑦ 樋口　秀夫③ 
廣江　　智④ 福本　一宇① 本城　謙始③ 松浦　啓介① 松浦　常明⑤ 
松田　幸紀① 松田　恒勇⑦ 松浪　昭二⑤ 松村　順史③ 松本　　啓⑤ 
松本　晴之③ 三島　美博⑤ 持田　光雄⑩ 望月　真彦⑧ 森脇　　孝④ 
柳谷　由里④ 八幡　清志④  

浅田　浩美① 井木　敏晴② 上田　啓悟② 宇田川敏則⑧ 馬野慎一郎②
絹見　安史⑥ 砂原　英二① 中川　郁夫② 野間田節雄⑫ 秦　伊知郎⑤
樋口　　茂⑥ 舩越　秀志② 細田　耕治⑤ 舞立　嘉之⑩ 山根　宏典④
和田　秋男⑥          

浅野　眞一⑥ 大島　末久⑥ 太田　敦久① 奥田　　薫⑤ 加藤　　勇⑥ 
門脇　徳夫⑥ 木口　重樹④ 古藤　年雄⑨ 小林　一夫④ 寿山　誠司④ 
寿山　道徳② 田中　道夫⑥ 田辺　明光① 坪内　浩一① 永島　清孝⑥ 
中田　孝幸⑥ 原　　庸一⑩ 福田　照三⑦ 松原　一夫⑥ 三島　伸夫② 
三島　秀幸① 森脇　　寛⑤ 山田　　登②

赤石　有平⑤ 足立統一郎⑭ 岡田　　端⑭ 奥森　　清⑤ 黒田　　耕⑦
庄司　尚史④ 森脇　哲雄⑥

総代候補者
選考委員の
選任

①

総代候補者
の選考

②

総代の選任
③

会員の総意を
適正に反映する
ための制度
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商品・サービスのご案内Y O N A G O
S H I N K I N
2 0 2 2

個人向けローン
ローンの種類

教
育
ロ
ー
ン

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

フ
リ
ー
ロ
ー
ン

お使い道など ご融資金額 ご返済期間 担保・保証人

無担保住宅ローン

リバースモーゲージ

カーライフプラン

教育プラン

教育カードローン

カードローン

カードローンきゃっする500

カードローンプレミア

カードローン楽円くん

フリーローンプラス

40年以内

20年以内

お申込人ご本人が
亡くなられるまで

適用利率は、一定基準に従って自動的に変更されます。

適用利率は、固定型と変動型の選択が可能です。
住宅の購入、新築、建て替え、増改築等
住宅に関する資金としてお使いください。

住宅の購入、新築、建て替え、増改築等
住宅に関する資金としてお使いください。

担保：土地・建物
保証会社の保証

貸出業務

1億円以内

2,000万円以内

5,000万円以内

1,000万円以内

1,000万円以内

100万円以内

500万円以内

300万円以内

50万円以内

1,000万円以内
（事業資金は300万円以内）

1,000万円以内

1,500万円以内
（事業資金は300万円以内）

10年以内

15年以内

10年以内

10年以内

15年以内
（有担保は20年以内）

担保：融資金額500万円以下
原則不要
保証会社の保証

16年以内

快決くん

ドリームパスポート

500万円以内

5年以内50万円以内

担保：必要ありません
保証会社の保証

担保：必要ありません
保証会社の保証

担保：必要ありません
しんきん保証基金の保証

担保：必要ありません
しんきん保証基金の保証

担保：必要ありません
しんきん保証基金の保証

担保：原則必要ありません
保証会社の保証

担保：必要ありません
しんきん保証基金の保証

担保：必要ありません
しんきん保証基金の保証
担保：土地・建物
住宅金融支援機構の
住宅融資保険付

担保：必要ありません
保証会社の保証

自動車購入および諸費用・免許取得・車検・
修理費用にご利用いただけます。

ゆとりローン

フリーローンS

自由です。（事業資金は除きます）

自由です。（事業資金は除きます）

自由です。
（おまとめ資金、事業資金にもご利用いただけます）

大学・大学院・短期大学、専修学校、各種
学校、高等学校、高等専門学校等の入学
金・授業料等の学資金。

卒業時より
証書貸付
10年以内

3年以内
（更新可能）

事業者向けローン
ローンの種類 お使い道など ご融資金額 担保・保証人

100万円・
200万円・
300万円の
中からお選び
いただけます

※ローン商品には変動金利商品のように、お客さまの予想に反して金利が上下するものもございますので、ご利用に当たっては当金庫の窓口や営業担当者に
　お尋ねになるなど、よくご確認のうえご利用ください。　

無担保スピードローン

地方公共団体制度融資

スタートライン

短期継続型融資
「Repeat」

創業サポート資金
（日本公庫協調商品）

ご返済期間

運転資金：
5年以内
設備資金：
10年以内

預金業務
預金の種類

総
　
　
合
　
　
口
　
　
座

財
形
預
金

お預入れ金額期　　　間  特　　　色

普通預金

スーパー定期

大口定期預金

期日指定定期預金

変動金利定期預金

スーパー積金

貯蓄預金

大口定期預金

セレモニー定期預金

変動金利定期預金

納税準備預金

通知預金

当座預金

スーパー定期

一般財形預金

財形年金預金

財形住宅預金

期日指定定期預金

優遇金利定期預金
「えび寿300」

無利息型普通預金
（決済用預金）

普通預金と定期預金および定期積金をセットして、「貯め
る・受取る・支払う・借りる」の四つの機能があります。公共
料金の自動支払口座として、また給与・年金等の自動受
取りなど家計簿がわりにご利用いただけます。また、いざ
というときには総合口座にお預入れの定期預金と定期積
金掛込み残高の合計の90％、最高200万円まで自動融
資をご利用いただけます。キャッシュカードをセットされると
便利です。キャッシュカードはデビットカードの加盟店でお
買い物代金等のお支払いにご利用いただけます。年金
の受取りを指定いただきますと、①毎年お誕生日プレゼン
ト、②定期預金優遇金利の特典がございます。

預金保険制度により全額保護されます。
公共料金等の自動支払いや給与、年金、配当金、公社
債元利金等の自動受取りの決済用口座としてご利用い
ただけます。個人のお客さまについては、総合口座の
お取り扱いもできます。

お預入れ残高が多いほど金利が有利です。普通預金から
資金を移動させるスイングサービスもご利用いただけます。

商取引にご利用いただく、小切手・手形の支払いのため
の預金です。
個人のお客さまの期間3年以上のお利息は6か月毎に複利
計算する有利な預金です。マル優もご利用いただけます。

6か月毎に利率が変動する定期預金です。お利息は
6か月毎の複利計算（個人のお客さまに限ります）。

当金庫に年金のお受取りを指定または予約していただいて
いる方を対象に定期預金利率を優遇いたします。

生前に葬儀費用の手当てを済ませておきたい意向の
ある方のニーズに対応するため、地元葬儀会社、専門家と
提携した専用商品です。

給料・ボーナスからの天引きで、財産づくりに有利です。

マイホームの資金づくりに

退職後の生活に備えて 財形年金と財形住宅を合
わせて550万円まで非課税
です。

お利息は1年毎の複利計算。マル優もご利用いただけます。
1年経過後はお引出し自由、一部引出しもできます。

納税に備えるための預金で、お利息には税金がかかりま
せん。

まとまった資金を短期間にムダなく活かせます。

大口資金を高利回りに運用いただけます。

出し入れ自由

3年の自動継続

出し入れ自由

出し入れ自由

7日以上

出し入れ自由

1か月以上5年以内

1年以上3年以内

1か月以上5年以内

1年以上3年以内

1年･2年・3年・4年・5年

1年

3年以上

5年以上

1年・2年・3年の自動継続

ご入金は自由
お引き出しは原則とし
て納税のみ

１円以上

１円以上

１万円以上

１円以上

100円以上

100円以上300万円未満

1,000万円以上

100円以上

1人最高300万円まで

10万円以上1,000万円未満
（葬儀費用相当額まで）

積立式期日指定定期預金

愛称：DANDAN積定
（エンドレス型）

分割預入毎に一口の期日指定定期預金としてお預かり
します。預入方法は普通預金等からの自動振替。
お利息は、1年毎の複利計算。マル優もご利用いただけ
ます。1年経過後はお引出し自由、一部引出しもできます。

積立期間の定めは
ありません

期間の定めは
ありません

1,000円以上

スーパー積金

後見支援預金

生活設計、目的に合わせた資金づくりに最適です。6か月～60か月 1,000円以上
消費税専用定期積金
「納め上手」

法人、個人事業主さま向け消費税納付準備専用の定期
積金です。
家庭裁判所から交付される「指示書」に基づき取り扱い
ます。

6か月～1年以内 1万円以上

1円以上

100円以上

100円以上

１円以上

6か月～60か月 毎月3,000円以上

1か月・3か月・6か月・
1年・2年・3年・4年・
5年の自動継続

1円以上

1万円以上
（ただし大口定期は
1,000万円以上）

※詳しくは、当金庫の窓口でお尋ねください。

1子あたり
500万円以内

創業予定者や第2創業者の方の設備・運転
資金にご利用いただけるローンです。

2,000万円以内
（運転資金は
1,000万円以内）

5年以内中小企業・個人事業主の方の設備・運転
資金にご利用いただけるローンです。

法人：
1,000万円以内
個人事業主：
300万円以内

1,500万円以内
1年以内
（最大4回
更新可能）

2年以内

中小企業・個人事業主の方の運転・借換
資金にご利用いただけるローンです。

住
宅
ロ
ー
ン

（令和4年7月1日現在）

県および市町村で制度化している中小企業のみなさま向けの融資をお取り扱いしております。

当金庫と新たに融資取引を始められる中小
企業・個人事業主の方の設備・運転資金に
ご利用いただける当座貸越のローンです。

担保：必要ありません
保証人：
法人 必要ありません
個人事業者 必要ありません

担保：必要ありません
保証人：
法人 必要ありません
個人事業者 必要ありません

担保：必要ありません
保証人：
法人　原則代表者1名
個人事業者 必要ありません

担保：原則必要ありません
（※ただし、土地建物購入
時は必要です）
保証人：
法人　原則代表者1名
個人事業者 原則事業従事者1名

変動金利型

固定・変動金利選択型
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内国為替業務

内　　　　　　容
振込・送金

代金取立

当金庫の本支店、全国の金融機関へ振込やご送金を確実にスピーディにお取り扱いいたします。

手形・小切手などをお取り立てし、ご指定の口座に入金します。

内　　　　　　容

債務保証

公共債の窓口販売

夜間金庫

公金の収納

代理業務貸付

クレジットカード

デビットカード

ＡＴＭによる振込

自動振込サービス

キャッシュ・サービス

自動受取

自動支払

インターネットバンキング（個人用）

インターネットバンキング（法人用）

メールオーダーサービス

投資信託の窓口販売

確定拠出年金

損害・生命保険の窓口販売

一般の債務保証及び公共工事金銭保証を行っています。

公共債（個人向け国債、地方債）のお申し込みを窓口で取り扱っています。

売上代金など営業時間外でも安全に保管いたします。年中無休でお取り扱いしております。

所得税、自動車税、固定資産税、県市町村民税、社会保険料等のお払い込みができます。

全国の信用金庫のどの支店でもキャッシュカードによるお引き出しおよびお預け入れができます。
また、銀行、ゆうちょ銀行、農協、セブンイレブン、ローソン、イオン銀行等でのお引き出し、残高照会
ができます。

しんきんＶＩＳＡ・ＪＣＢカード等をお取り扱いしております。
ＣＤ・ＡＴＭでキャッシュサービスが受けられます。

デパート、商店など（J-Debit加盟店）でお買い物をする場合に当金庫のキャッシュカードでお支払い
いただけます。

ＡＴＭをご利用になりますと、窓口振込より手数料が安くお振り込みができます。即時振込の取扱
時間が拡大し、15時以降もお振り込みができます。（振込先の預金種目や口座状態によっては
お振り込みができない場合があります。）

学費や家賃、駐車場料金の支払など、振込先を登録いただくことにより、ご指定の日に自動的に
お支払い口座から払い出し、ご指定の口座に振込します。

信金中央金庫が契約している投資信託会社のファンドからお選びいただけます。

個人型確定拠出年金制度（iDeCo）のお申込みを窓口で取り扱っております。

国民年金基金取次業務 鳥取県及び島根県国民年金基金への加入申出の受理業務を行っております。

住宅ローン用長期火災保険及び住宅ローン・住宅融資用債務返済支援保険、死亡保険付個人
年金保険（定額及び変額保険）、医療・がん保険、定期保険、終身保険、学資保険等の窓口販売
を行っています。

私募債の受託業務 事業者の皆さまの資金調達をお手伝いするため、私募債の受託業務を行っています。

信金中央金庫、住宅金融支援機構、（株）日本政策金融公庫、（株）商工組合中央金庫、中小企業
基盤整備機構、福祉医療機構など。

給与、ボーナス、年金、配当金などがご指定の預金口座に自動的に振り込まれます。

公共料金、保険料、クレジット代金等が一度お手続きいただくだけで、ご指定の預金口座から自動的
に支払われます。

お客さまのパソコン・携帯電話機・スマートフォンからインターネットを利用して、振込・振替、定期預金の
預入・解約や残高照会・入金明細照会ができます。

住所変更の手続きが郵送でできるサービスです。ご来店いただくことなくお手続きをしていただける
ため、営業時間内にご来店が難しいお客さまやお近くに店舗窓口が無いお客さまにもご利用いた
だけます。

投信インターネットサービス インターネットによる投資信託の買付・解約、残高照会・取引履歴照会、および顧客宛帳票の電子
交付ができます。

お客さまのパソコンからインターネットを利用して、オフィスやご自宅で取引口座の残高・取引明細の
照会・振込・振替がリアルタイムにできます。また、総合振込・給与振込・口座振替等の大量データを
一括送信することができます。

付帯業務・その他のサービス

○振込手数料（１件につき）

○代金取立手数料（１件につき）※

440円
660円

330円同一手形交換所内
（手形・小切手）

当金庫本支店手形・小切手
他行手形・小切手

当金庫本支店手形・小切手
他行手形・小切手

他手形交換所内
（手形・小切手）

○振込手数料(1件につき）

同一店内

本支店宛

他行宛

振替扱い

振替扱い

振替扱い

定額自動送金
非会員 会員

非会員 会員

振込金額

（令和4年7月1日現在）

（注）手数料には、消費税10％相当額が含まれています。主 な 手 数 料 一 覧

※1 同一店内宛て振込みを含みます。
※2 視覚障がいまたはその他の障がいのあるATMのご利用が困難なお客さまに対しては、窓口受付の手数料をATM扱いの手数料と同一とさせていただきます。
※3 ATMでは10万円を超える現金でのお振込みはできません。

午後6時まで
午後6時以降
午後2時まで
午後2時以降
終 日

午後6時まで
午後6時以降
午後2時まで
午後2時以降
終 日

午後6時まで
午後6時以降
午後2時まで
午後2時以降
終 日
午後6時まで
午後6時以降

終 日

終 日
午後6時まで
午後6時以降
午後2時まで
午後2時以降
終 日

無　料
110円
無　料
110円
110円
110円
220円
110円
220円
220円

○ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料（１回当たり）

無　料
110円
無　料
110円
110円
110円
220円

220円

220円

キャッシュカードの種類 ご利用時間帯等 他行との共同コーナーご利用の場合

1． 当金庫のカード

2. 全国の信用金庫のカード*
    山陰合同銀行のカード
　（*一部の信用金庫を除く）

3.上記1.2.以外のカード
　（ゆうちょ銀行他）

平 日

土 曜 日

日曜日・祝日

平 日

土 曜 日

日曜日・祝日

平 日

土 曜 日

日曜日・祝日

無　料
◎　  110円

無　料
◎　  110円
◎　  110円

◎印 ： 当金庫出資会員の方は、
         当金庫のATMコーナーをご利用の場合、
         時間外手数料が無料となります。

※個人・法人を問わず全てのお客さまが対象となります。両替枚数の基準は、お客
さまのお持込み枚数またはお受取枚数のいずれか多い方の枚数です。金種
指定支払のお取扱い枚数は「お引き出し総枚数から万円券を除いた枚数」で、
大量硬貨入金のお取扱い枚数は「ご入金される硬貨の枚数」で計算いたしま
す。複数に分けられたご依頼でも、実質的に同一のお取引については、合算した
金種枚数が手数料の対象となります。

枚　数
1～50枚

51～100枚
101～500枚

501～1,000枚
1,001～1,500枚

窓口両替
金種指定支払、大量硬貨入金

以後500枚ごとに550円を追加

振込金額 窓口受付※2 ATM利用※3 ＦＢ・ＨＢ利用法人インターネット
バンキング利用

個人インターネット
バンキング利用

非会員 会員 非会員 会員 非会員 会員 非会員 会員 非会員 会員

振替扱い

現金扱い

振替扱い

現金扱い

当
金
庫
宛
※
1

他
行
宛

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

無　料無　料 110円
330円

110円
220円
385円
550円

55円

55円
110円

330円
550円

660円

605円
770円

385円
550円 165円 385円

550円
495円
660円

220円
440円

385円
550円

275円
440円

1,045円

※同一店内での小切手取立手数料は無料です。

1,100円組戻手数料
不渡手形返却料

○組戻・不渡手形返却手数料（１件につき）

残高証明書

取引明細（１依頼書）
融資証明書

当金庫所定用紙（定例発行）
当金庫所定用紙（都度発行）
上記以外の用紙

330円
550円
3,300円
1,100円
11,000円

○証明書発行手数料（１件につき）

○両替、金種指定支払、大量硬貨入金手数料（※）

無　料
440円
550円
1,100円
1,650円

約束手形帳（50枚）
為替手形帳（25枚）
小切手帳（50枚）
自己宛小切手（1枚）
当座預金口座開設

2,200円
1,100円
11,000円

2,200円

○当座関連手数料(1件につき）

※イメージ印刷については、登録時（申込・変更時）にイメージ登録料として別途5,500円が必要です。

通帳・カード再発行手数料
普通預金入金帳発行手数料（1冊100枚）
紙媒体・ＦＤ・ＤＶＤ等電子媒体持込による
総合振込・口座振替手数料
夜間金庫利用手数料（月額）

3,300円

9,900円

1,100円

1,100円 990円

○その他の手数料

※法人カードはローソン銀行ATMのみご利用いただけます。

ご利用時間帯コンビニATM利用

セブン銀行ATM
ローソン銀行ATM

入金・出金 残高照会

無　料
110円
110円
110円

平日
土曜日

日曜日・祝日

午前7時～午後11時
午前7時～午後10時
午前8時～午後10時
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　信用リスクとは、お取引先（貸出先）の財務状況の悪化などにより、融資の回収（元金・利息）が困難となり、当金庫が
損失を被るリスクのことです。
　当金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最重要なリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念・規範等を
明示した｢クレジットポリシー｣を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスク管理の徹底を図っております。
　融資の審査・管理においては、貸出資産の健全性を確保するために、審査管理部門と営業統括部門を分離し、厳格
な審査態勢をとるとともに、相互に牽制が働く体制としています。信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク
分散の他、特定業種や大口与信先への与信集中によるリスクを制御するため、定期的にモニタリングを行い、さまざまな
角度から分析を加え、その結果をリスク管理委員会で審議しております。また、当金庫では、信用格付システムや不動産
評価システムの導入等を行い、信用リスク計測における精緻化を図っております。
　信用コストである貸倒引当金については、法令等に基づき適切で厳格な引当を実施して万一に備えています。一般
貸倒引当金にあたる正常先、その他要注意先、要管理先については、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績
率に基づいた予想損失率を乗じて算出しております。また、個別貸倒引当金については、破綻懸念先に対しては、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額に対して引当
金を計上しております。また、実質破綻先及び破綻先に対しては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額に対して全額を引当金として計上しております。なお、それぞれの結果については
監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

信 用 リ ス ク に 関 す る 事 項

　金融の自由化、グローバル化が進み、金融サービスや金融業務が多様化・高度化してくる一方で、情報技術の進展に
伴う金融業務の機械化等により、さまざまなリスクが増大してきています。
　当金庫は、「リスク管理の徹底」を経営の最重要課題として取り組み、経営の健全性の維持と適正な収益確保に努め
ております。「リスク管理規程」や「リスク管理要領」等を制定し、リスク毎の管理部署を定めリスク管理態勢の整備を図っ
ております。さらに、「リスク管理委員会」を設置し、リスクの把握と適切な管理に努めております。また、金融庁検査や日本
銀行考査も定期的に実施されております。

1．健全経営

2．リスクコントロール
3．適切なリスク管理

4．安定収益の確保

健全かつ安定した経営を行うため、統合的リスク管理を基本とした資産･負債の総合管理を
徹底し、自己資本の充実に努めております。
リスクの特性に応じ、分散化、極小化等リスクコントロールを行っております。
統合的なリスク管理の徹底により、リスクの総量が当金庫の体力を上回らないよう適切に管理
しております。
統合的なリスク管理の徹底により、リスクに見合った適切な収益を確保するとともに収益の安定
化を図っております。

自己資本の充実の状況等

主管部署

理事会 監事会

常勤理事会 常勤監事

リスク管理委員会

監査部

流動性リスク

事務リスク システムリスク 法務リスク 評判リスク その他のリスク

業務管理部 業務管理部 人事総務部 営業統括部 総合企画部

オペレーショナル・リスク市場リスク信用リスク

ALM委員会
（総合企画部）

ALM委員会
（総合企画部）審査管理部

コンプライアンス委員会 緊急対策本部

リスク管理に関する体系図

リ ス ク 管 理 の 体 制 に つ い て

YONAGO
SHINKIN
DISCLOSURE 2022 リスク管理について

■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
＜地域別・業種別・残存期間別＞

（注）１． オフ・バランス取引はデリバティブ取引を除く。
2．「３月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
３． 上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。
　具体的には、現金、有形固定資産などが含まれます。
４． ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5． 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和2年度 令和2年度

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ取引
以外のオフ・バランス取引

債　　券

信用リスクエクスポージャーの期末残高

3月以上延滞
エクスポージャー

（単位：百万円）

令和2年度 令和2年度令和3年度 令和3年度 令和3年度 令和3年度
 190,666 
 17,236 
 207,902 
 9,799 
 429 
̶ 

 12,387 
 1,225 
 1,338 
 5,271 
 11,404 
 27,422 
 21,645 

 15 
 1,270 
 7,364 
 4,541 
 2,807 
 1,079 
 4,554 
 5,658 
 22,577 
 25,537 
 41,571 
 207,902 
 28,351 
 23,104 
 28,158 
 17,557 
 28,338 
 40,435 
 41,956 
 207,902 

 131,265 
̶ 

 131,265 
 9,349 
 429 
̶ 

 11,767 
 489 
 204 
 3,013 
 10,944 
 3,140 
 21,192 

 15 
 1,270 
 7,364 
 4,441 
 2,797 
 1,079 
 4,304 
 5,235 
 18,689 
 25,537 

̶ 
 131,265 
 24,764 
 16,925 
 22,419 
 13,655 
 23,311 
 29,976 
 210 

 131,265 

17,549 
17,236 
34,785 
 410 
̶ 
̶ 

 620 
 701 
 1,109 
 2,250 
 460 

 24,123 
 450 
̶ 
̶ 
̶ 

 100 
̶ 
̶ 

 250 
 420 
 3,887 

̶ 
̶ 

 34,785 
 3,573 
 6,179 
 5,662 
 3,894 
 5,021 
 10,454 

̶ 
 34,785 

 140 
̶ 

 140 
̶ 
̶ 
̶ 
20 
̶ 
̶ 
̶ 
 18 
̶ 
 40 
̶ 
̶ 
̶ 
0
̶ 
̶ 
̶ 
 33 
̶ 
 27 
̶ 

 140 

 193,428 
 14,934 
 208,363 
 9,880 
 234 
̶ 

 12,412 
 1,051 
 655 
 5,015 
 11,585 
 21,294 
 22,295 

 16 
 1,033 
 7,411 
 4,688 
 2,702 
 1,118 
 4,451 
 5,833 
 17,024 
 24,473 
 55,185 
 208,363 
 20,349 
 23,344 
 30,284 
 14,508 
 29,151 
 34,580 
 56,145 
 208,363 

 126,536 
̶ 

 126,536 
 9,494 
 234 
̶ 

 11,791 
 516 
 221 
 2,806 
 11,024 
 2,911 
 21,892 

 16 
 1,033 
 7,411 
 4,588 
 2,692 
 1,118 
 4,201 
 5,210 
 14,827 
 24,473 

̶ 
 126,536 
 19,739 
 17,123 
 22,834 
 13,980 
 24,018 
 28,001 
 770 

 126,468 

11,490 
14,934 
26,424 
 330 
̶ 
̶ 

 620 
 501 
 408 
 2,201 
 560 

 18,234 
 400 
̶ 
̶ 
̶ 

 100 
̶ 
̶ 

 250 
 621 
 2,196 

̶ 
̶ 

 26,424 
 588 
 6,216 
 7,437 
 469 
 5,132 
 6,579 

̶ 
 26,424 

 258 
̶ 

 258 
̶ 
̶ 
̶ 
49 
̶ 
̶ 
̶ 

 101 
̶ 
 40 
̶ 
̶ 
̶ 
5
̶ 
̶ 
̶ 
 39 
̶ 
 21 
̶ 

 258 

国 内
国 外
地 域 別 合 計
製 造 業
農 、 林 、 漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽業
教 育・学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
国 ･ 地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 １０ 年 以 下
１０ 　 　 年 　 　 超
期間の定めのないもの
残 存 期 間 別 合 計

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

　リスク･ウェイトとは、債権の危険度を表す指標であり、自己資本比率を算出する際のリスク･アセット額を求めるために
使用する資産毎の掛目のことです。自己資本比率の算出方法の中で標準的手法(あらかじめ定められたリスク･ウェイトを
使用する手法)を採用する金融機関については、リスク･ウェイトの判定に適格格付機関の付する格付（外部格付）の区分
毎に定められたリスク･ウェイトを使用することになります。当金庫は標準的手法を採用しており、保有する資産の一部（有価
証券等）について以下の４機関の格付をリスク･ウェイトの判定に使用しております。

1． 格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
2． 日本格付研究所（ＪＣＲ）
3． スタンダード･アンド･プアーズ･レーティング･サービシズ
4． ムーディーズ･インベスターズ･サービス･インク

■リスク･ウェイトの判定に使用する適格格付機関
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発行主体
資本調達手段の種類
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
償還期限

一定の事由が生じた場合に償還等を可能
とする特約がある場合は、その概要

発行日（平成25年12月30日）より5年が経過した日
以降、監督官庁に事前に提出され、受理された場合、
残高の全部又は一部を償還可能

米子信用金庫
普通出資

2,038百万円
ー

ー

米子信用金庫
非累積的永久優先出資
1,200百万円
ー

ー

米子信用金庫
期限付劣後ローン
333百万円

令和5年11月30日

　当金庫の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等のほか、適格旧資本調達手段として自己資本への算入が認め
られている期限付劣後ローンにより構成されています。なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

■自己資本調達手段の概要

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

 1,966 7,651

適格金融資産担保 保　　証

 1,766  8,486

適格金融資産担保 保　　証
令和2年度

ポートフォリオ
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャーの額

信用リスク削減手法
（単位：百万円）

令和3年度

　信用リスク削減手法とは、当金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、信用リスク･アセット額を算出する
際、信用リスクが低いと判断される資産について定められた方法により削減額を資産から控除することができる手法のことです。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏るこ
となく分散されております。
　当金庫では、信用リスク削減について以下の手法を採用しております。

1．適格金融資産担保
　定期預金及び定期積金を担保としている貸出金について、担保額を信用リスク削減額としております。担保額は
貸出債権残高を上限とし、定期預金は元金、定期積金は掛込残高の範囲内としております。
2．貸出金と自金庫預金の相殺
　信用リスク削減の計算上、貸出先毎に貸出金と担保に供していない預金の一部を相殺しております。相殺に使用
する預金の種類は積立定期預金を除く定期預金及び定期積金とし、信用リスク削減額については、貸出金の残存
期間を上回る預金については全額を信用リスク削減額としておりますが、貸出金の残存期間を下回る預金については
削減を行っておりません。
3．保証
　保証債権(保証される部分に限る)については、国、地方公共団体、政府関係機関等及び一定以上の格付が適格
格付機関により付与されている法人が保証している場合、原資産及び債務者のリスク･ウェイトに代えて当該保証人の
リスク･ウェイトを適用しております。

　なお、当金庫では、融資判断に際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の方の資質など、様 な々角度から
可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識しております。したがって、
担保または保証に過度に依存しないような融資の判断姿勢に徹しております。ただし、判断の結果、担保または保証が必要
な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど適切な取り扱いに努めております。

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要

（注）１．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は
　　　省略しております。
　　２．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
　　３．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額については、46ページに
　　　掲載しております。

■業種別の個別貸倒引当金残高及び貸出金償却

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分
　　　しています。
　　3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による
　　　不算入部分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポー
　　　ジャーは含まれておりません。

■リスク・ウェイトの区分ごとの
　エクスポージャーの額等

個別貸倒引当金
期末残高

（単位：百万円）

 52 
 96 
 11 
 2 
̶ 
 36 
̶ 
 69 
 986 
 20 
 27 
̶ 
 46 
 5 
 23 
 9 

 1,387 

 60 
 96 
 3 
 3 
̶ 
 66 
̶ 
 75 
 704 
 28 
 29 
̶ 
 52 
 6 
 12 
 10 

 1,150 

業種区分

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し

エクスポージャーの額

（単位：百万円）

０％
１０％
２０％
３５％
40%
５０％
７５％
１００％
１５０％
２５０％
１，２５０％
その他
合　　計

告示で定める
リスク・ウェイト
区分（％）令和2年度 令和3年度

貸出金償却

̶ 
̶ 
 5 
̶ 
̶ 
 1 
̶ 
̶ 
 7 
 1 
̶ 
̶ 
̶ 
̶ 
 0 
̶ 
 16 

̶ 
̶ 
 3 
̶ 
̶ 
 46 
̶ 
̶ 
̶ 
 14 
̶ 
 9 
̶ 
 7 
̶ 
̶ 
 81 

令和2年度 令和3年度 令和3年度令和2年度
製 造 業
農 、 林 、 漁 業
建 設 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽業
教 育・学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
個 人
そ の 他

合　　計

 ̶
 ̶

 12,213
 ̶

 2,704
 3,107
 ̶

 2,210
 ̶
 ̶
 ̶
 ̶

 ̶
 ̶

 14,908
 ̶

 2,704
 4,515
 400
 1,705
 ̶
 ̶
 ̶
 ̶

 34,066
 16,053
 29,972
 13,024

 ̶
 162

 49,939
 40,371

 77
 ̶
 ̶
 ̶

 31,257
 13,561
 36,527
 13,479

 ̶
 271

 48,046
 40,753
 4,228
 ̶
 ̶
 ̶

207,902208,363

　市場リスクとは、金利、有価証券等の価格、為替等、市場のリスク・ファクターの変動により、保有する資産の価値が変動し損失を
被るリスクのことです。市場リスクには、金利変動に伴い損失を被る「金利リスク」と有価証券等の価格変動に伴って資産価格が
減少する「価格変動リスク」、外国為替相場の変動に伴って損失が発生する「為替リスク」があります。
　当金庫では、市場リスクについて、リスクを適正に把握し、これを当金庫として取り得る許容範囲内に収めるとともに、市場リスクの
管理と配分による適切な収益の確保を目的としております。
　リスク･ファクターの変動については、｢ＡＬＭ委員会｣を設置し、資産･負債のバランスを総合的に管理しております。具体的には、
金融動向と金利予測をベースに収益実績の管理、収益シミュレーションの策定を行い、その予測と実績の差異などを把握･検討し、
市場リスクや流動性リスクを管理しつつ資金調達･運用の効率化と適正収益の確保を図り、協議内容についてはリスク管理委員会
へ、また必要に応じて常勤理事会へ付議･報告しております。
　リスク量については、有価証券VaR、金利リスク量及び株式･投資信託等の価格変動リスク量を計測し、自己資本への影響度の
モニタリングを行い、ポートフォリオの適正化を図っております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

市 場 リ ス ク に 関 す る 事 項

　流動性リスクとは、予期せぬ資金の流失により、通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクの
ことです。
　当金庫では、市場流動性の状況を適切に把握し対応するとともに、当金庫の資金調達･運用構造に即した適切かつ安定的な
資金繰り体制を目指すことを基本方針としております。
　日々 の資金繰りについては、即時に換金できる流動性の高い資金(支払準備資産)が適正な水準を維持するよう管理するとともに、
毎月、資金繰りの状況について｢ＡＬＭ委員会｣へ報告し、必要に応じて常勤理事会へ付議･報告しております。流動性資金の
確保に向けた緊急時の資金調達手段としては、平時より信金中央金庫に資金を預けるなど十分な支払準備資産を確保する
ほか、資金繰り状況に応じた対応策を｢流動性危機対応マニュアル｣において定め、不測の事態に備えております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

流 動 性 リ ス ク に 関 す る 事 項

　オペレーショナル･リスクは、業務運営上、徹底して抑制･回避すべきリスクであり、当金庫では｢リスク管理の基本方針｣を踏まえ、
｢事務リスク｣、｢システムリスク｣、｢法務リスク｣、｢評判リスク｣の各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に関する
基本方針をそれぞれのリスクについて定め、確実にリスクを認識し、評価しております。また、これらのリスクに関しましては、リスク
管理委員会において定期的に協議･検討を行うとともに、必要に応じて常勤理事会に付議･報告しております。
　リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、同手法に基づく令和4年3月期のオペレーショナル･リスク
相当額は、399百万円となりました。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

オペレーショナル･リスクに関する事項

　本事項にて開示する諸計数は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫が
その保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に
基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準を採用しております。

自 己 資 本 の 構 成 に 関 す る 事 項
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■自己資本比率

　自己資本比率は、金融機関の財務の健全性をみるための主要なバロメーターとなります。当金庫の自己資本のうち、配当や利払い等
返済負担のないこれまでの利益の蓄積である｢特別積立金｣の額は1,776百万円であります。今後も当金庫は、健全経営に徹し収益力の
強化を図りながら安定した自己資本の積上げを行っていき、強固な経営基盤を確立することが最も重要な課題であると考えております。

当金庫の令和4年3月期の自己資本比率は7.99％で、信用金庫等の国内で業務を行う金融機関に課
せられた最低の基準である4％を大きく上回る水準を維持し、健全性は十分に確保されております。

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に
　　照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

項　　　　　　　　　　目

5,645
3,238
2,455
48
̶

1,040
1,040
̶
333

̶

60

7,080

29
̶
29
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
29

7,050

83,271
△ 750
△ 1,425

674
4,974
̶
̶

88,245

7.99％

コア資本に係る基礎項目　　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　（イ）
コア資本に係る調整項目　　（２）

特定項目に係る１５パーセント基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　　　　　　（ハ）
リスク・アセット等　　　　　 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）/（ニ））

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る１０パーセント基準超過額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額     
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額     
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額     
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額     
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額     

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー    
うち、上記以外に該当するものの額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計

（単位：百万円）

5,442
3,252
2,238
48
̶

1,032
1,032
̶
533

̶

91

7,099

29
̶
29
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
29

7,070

82,638
△ 749
△ 1,425

675
4,906
̶
̶

87,545

8.07％

　当金庫では、リスクヘッジを目的に派生商品取引を行っております。派生商品取引には市場リスクや取引相手方に対する
　信用リスクが内包され、カレント・エクスポージャー方式によって与信相当額を算出しております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要
派 生 商 品 取 引 の 取 引 相 手 の リ ス ク に 関 す る 事 項

当金庫における証券化取引の役割としては、投資家並びにオリジネーターがあります。投資業務については、有価証
券投資等の一環として捉え、リスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が
付与する格付情報などにより把握し、適切なリスク管理に努めております。
一方、オリジネーター業務については、中小企業者の資金調達の一手段としての位置付けと捉えております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要
証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー に 関 す る 事 項

与信相当額の算出に用いる方式
外国為替関連取引の与信相当額
金利関連取引の与信相当額
株式関連取引の与信相当額

令和2年度
カレント･エクスポージャー方式

■派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

ー
1
ー

ー
3
ー

令和3年度

※長期決済期間取引に該当するものはありません。

■信用リスク及びオペレーショナル･リスクの所要自己資本の額 （単位：百万円）

自 己 資 本 の 充 実 度 に 関 す る 事 項

①標準的手法が適用されるポートフォリオ毎のエクスポージャー

②証券化エクスポージャー

③リスクウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額の合計

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）   

（ⅰ）ソブリン向け 
（ⅱ）金融機関向け 
（ⅲ）法人等向け 
（ⅳ）中小企業等・個人向け 
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 
（ⅵ）不動産取得等事業向け 
（ⅶ）３月以上延滞等 
（ⅸ）その他 
（ⅹ）上記以外 

上記以外のエクスポージャー

ＳＴＣ要件適用分
非ＳＴＣ要件適用分

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他
外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る
調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係る
エクスポージャー

令和2年度
リスク･アセット項　　　目 所要自己資本額

82,638
79,288
279

10,350
25,302
22,267
4,650
9,198
203
1,241
5,793

2,375

858

 ー
 
 ー

38
2,521
 146
 ー

 146
 ー

 3,952
 3,952
 ー
 ー
 ー
 ー
675

△ 1,425
0
 ー

4,906
87,545

3,305
3,171
11
414
1,012
890
186
367
8
49
231

95

34

 ー
 
 ー
 

1 
100
 5 
 ー
 5 
 ー

 158 
 158 
 ー
 ー
 ー
 ー
27

△ 57
0
 ー
196
3,501

令和3年度
リスク･アセット 所要自己資本額

83,271
79,905
620
9,727
25,339
22,968
4,473
9,527
151
1,205
5,892

2,375

826

 ー
 
 ー

63
2,627
 101
 ー

 101
 ー

  4,014
 4,014
 ー
 ー
 ー
 ー
674

△ 1,425
0
 ー

4,974
88,245

3,330
3,196
24

1,013
1,023
918
178
381
6
48
235

95

33

 ー
 
 ー
 

2
105
 4
 ー
 4
 ー

 160
 160
 ー
 ー
 ー
 ー
26

△ 57
0
 ー
198
3,529

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

証券化

ルックスルー方式 
マンデート方式 
蓋然性方式（250％） 
蓋然性方式（400％） 
フォールバック方式（1,250％）

再証券化

（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×４％
2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3.「３月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府
　及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。
4.当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

5.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

令和3年度令和2年度
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売却益
売却損
償却

令和3年度令和2年度

0
̶
̶

3
̶
̶

（単位：百万円）
■出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う
　損益の額

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

上場株式等
非上場株式等
合　　計

区　　分
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

令和3年度令和2年度

43
985
1,028

43
̶
43

27
1,002
1,029

27
̶
27

（単位：百万円）■貸借対照表計上額及び時価等

（注）1.「上場株式等」は、上場株式のほか信金中央金庫優先出資証券です。
2.「非上場株式」は、非上場株式のほか信金中央金庫普通出資金、投資事業組合出資金等です。

評価損益
令和3年度令和2年度

16 23

（単位：百万円）
■貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で
　認識されない評価損益の額

評価損益
令和3年度令和2年度

̶ ̶

（単位：百万円）
■貸借対照表及び損益計算書で認識されない
　評価損益の額

証券化エクスポージャーの額
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

令和3年度令和2年度

 1,257 ̶ 972 ̶

■保有する証券化エクスポージャーの額 （単位：百万円）

■保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの
　区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×４％
ただし、「リスク・ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後の内容であるため、上記の計算式と一致しない場合があります。

15％未満
50％未満
100％未満
250％未満
400％未満

1,250％未満
1,250%　　

～
～
～
～
～
～

合計

0％
15％
50％
100％
250％
400％

告示で定めるリスク･ウェイト
区分(％) エクスポージャー残高

オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引
所要自己資本の額 エクスポージャー残高 所要自己資本の額

令和2年度 令和3年度

（単位：百万円）

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

 900
357
̶
̶
̶
̶
̶

 1,257

3
2
̶
̶
̶
̶
̶
5

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

883
89
̶
̶
̶
̶
̶
972

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

3
2
̶
̶
̶
̶
̶
5

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

1. 銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、政策投資株式、上場優先出資証
券、株式関連投資信託、その他投資事業組合等への出資金が該当します。

2. そのうち、上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスク認識については、時価評価及び予想損失額（ＶａＲ）に
よるリスク計測によって把握するとともに、当金庫の抱える市場リスクの状況や設定されたリスク限度額の遵守状況を定期的にＡＬＭ
委員会、リスク管理委員会で他のリスクと併せて協議・検討を行うとともに、必要に応じて常勤理事会に付議・報告しております。
一方、非上場株式、政策投資株式、その他投資事業組合等への出資金に関しては、当金庫が定める「余裕資金運用基準」などに
基づいて適正な運用・管理を行っております。また、リスクの状況は財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタ
リングを実施するとともに、その状況については、適宜、常勤理事会に報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

　なお、当該取引に係る会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な
処理を行っております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

出 資 等 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー に 関 す る 事 項

　当金庫は、標準的手法を採用しております。

　当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の｢金融商品会計に関する実務指針｣に従った、適正な
　処理を行っております。

　証券化エクスポージャーのリスク･ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4機関を採用しております。

■証券化エクスポージャーについて、信用リスク･アセットの額の算出に使用する方式の名称

■証券化取引に関する会計方針

■証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク･ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称

1．格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
3．スタンダード･アンド･プアーズ･レーティング･サービシズ

2．日本格付研究所（ＪＣＲ）
4．ムーディーズ･インベスターズ･サービス･インク

　銀行勘定の金利リスクとは、金利が変動することによって、保有する資産や負債等の価値（現在価値）や、貸出金
や借入金の金利差などから得られる将来収益（金利収益）が変動するリスクをいいます。当金庫では、「99％タイル又
は1％タイル値」による金利ショックを毎月、金利ショック下の銀行勘定の現在価値変動（⊿EVE）を四半期毎に評価・
計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　他にも、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などを計測し、「ＡＬＭ委員会」、「リスク管
理委員会」で協議・検討をするとともに、必要に応じて常勤理事会に付議・報告を行うなど、資産・負債の最適化に向
けたリスク・コントロールに努めております。金利リスクのコントロールについては、資産や負債の残高や期間構成を変
化させるだけでなく、金利スワップなどのヘッジ手段も使用しています。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

1. 金利リスクについて
　定量的事項で開示されている金利リスクは、金利ショック下の銀行勘定の現在価値変動（⊿EVE）および金利収益
変動（⊿NII）を示しています。⊿EVEについては、金利上昇時に現在価値が減少し、指定のシナリオのうち上方パラ
レルシフトの⊿EVEが最大値となります。⊿NIIについては、いずれのシナリオも金利収益が減少しますが、金利上昇
シナリオにおける金利収益の変動額の方が大きくなります。
　普通預金や当座預金等の要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の皆さまのご要望に
よって随時払い出される要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義
し、当金庫では、要求払預金残高の50％相当額を0～5年の期間に均等に振り分けて（平均2.5年）リスク量を算定して
おります。固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については考慮していません。算出した金利
リスクが正となる通貨のみを合算し、通貨間の相関は考慮していません。スプレッド及びその変動は考慮しておりま
せん。内部モデルは使用しておりません。

2. その他の金利リスク計測について
　内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を
受けるもの（預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債）について、金利の変動により
発生するリスク量をみるものです。当金庫では、複数の金利変動幅のシナリオを想定し金利リスク量を計測しており
ます。金利ショックを「99％タイル又は1％タイル値」で計算し、金利ラダー方式（金利更改日までのリスク量を計算する
方式）により算定しております。普通預金や当座預金等の要求払預金の金利リスク量は、上記と同様のコア預金
モデルを採用しています。

■金利リスクの算定手法の概要

銀 行 勘 定 に お け る 金 利 リ ス ク に 関 す る 事 項

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

項番

1

2

3

4

5

6

7

8

前期末 当期末
⊿EVE 

IRRBB：金利リスク

4,051
̶

4,051

4,580
̶

4,580
前期末
7,070

696
19

696

622
20

622
当期末
7,050

（単位：百万円）■金利リスクに関する事項

前期末 当期末
⊿NII 

令和2年度

令和3年度

9,525

8,887

（単位：百万円）
■リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

ルック・スルー方式を
適用する

エクスポージャー

マンデート方式を
適用する

エクスポージャー

蓋然性方式（250％）を
適用する

エクスポージャー

蓋然性方式（400％）を
適用する

エクスポージャー

フォールバック方式
（1250％）を適用する
エクスポージャー

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶
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リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛け目を乗じ、再評価した資産金額。リスク・アセット

債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。リスク・ウェイト

エクスポージャー リスクにさらされている資産のことを指しており、具体的には貸出金、外国為替取引、デリバティブ取引などの与信
取引と有価証券などの投資資産が該当。

ソブリン 各国の政府や政府機関が発行する債券の総称をソブリン債券という。その国で発行されている有価証券の中
では一番信用度が高い債券とされるもので、具体的には、中央政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関、
その他中央政府以外の公共部門などを指す。

ALM ＡＬＭ（Asset Liability Management）は、資産・負債の総合管理といい、主に金融機関において活用されて
いるバランスシートのリスク管理方法。

適格格付機関 バーゼルⅢにおいて、金融機関がリスクを算出するに当たって、用いることができる格付を付与する格付機関のこと。
金融庁長官は、適格性の基準に照らして適格と認められる格付機関を適格格付機関に定めている。

金利ショック 金利の変化（衝撃）のことで、上下2パーセントの平行移動や1パーセンタイル値と99パーセンタイル値といった算出
方法がある。

パーセンタイル値

⊿ＥＶＥ

計測値を順番に並べたうちのパーセント目の値。99パーセンタイル値は99パーセント目の値。

⊿ＥＶＥ（Economic Value of Equity）は、金融機関が保有するポジションの経済的価値の、金利ショックに
対する減少額のこと。

⊿NII ⊿NII（Net Interest Income）は、金利ショックが基準日から12ヶ月間の純金利収入（受取利息と支払利息
の差）に与える影響のこと。

派生商品取引

オリジネーター 原資産の所有者。

（＝デリバティブ取引）有価証券や通貨、金といった金融資産（原資産）の取引から派生し、原資産の現物価格に
よってその価格が決定される商品を指す。具体例としては、先物、先渡し、スワップ、オプション等が挙げられる。

証券化エクスポージャー 金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み
替え、第三者に売却して流動化をする資産。

信用リスク削減手法 金庫が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などが
該当。ただし、バーゼルⅢにおける信用リスク削減手法としては、告示に定める適格金融資産担保（現金、自金庫
預金、国債等）、同保証（国、地方公共団体等）、自金庫預金と貸出金の相殺等をいう。

コア預金 明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間
金融機関に滞留する預金のこと。具体的には、①過去5年間の最低残高、②過去5年間の最大年間流出量を現
残高から差し引いた残高、または、③現残高の50％のうち、最小の額を上限とし、満期は5年以内（平均2.5年）と
して金融機関が独自に定める。

繰延税金資産 金融機関が不良債権の処理等に伴って支払った税金が将来還付されることを想定して、自己資本に算入する
帳簿上の資産。会計上の費用（または収益）と税法上の損金（または益金）の認識時期の違いによる「一時差異
等」を税効果会計によって調整することで生じる。
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用 語 解 説

　当金庫では、地域の中小企業と地域住民のための協同組織金融機関としての社会的責任と公共的使命の重みを常
に認識し、「コンプライアンス態勢」の確立と実践こそが企業存立の大前提という理念に立ち、これを経営の最重要課題
と位置付け、役職員全員が高い倫理観を持って職務にあたるよう、日頃から取り組んでいます。

（１）米子信用金庫の社会的責任と公共的使命を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に努めます。
（２）創意と工夫を活かした金融および非金融サービスの提供を通じて、地域社会の発展に貢献します。
（３）あらゆる法令やルールを遵守し、社会的規範に決してもとることのない公正な業務運営を行います。
（４）経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、広く地域社会とのコミュニケーションの充実を図ります。
（５）職員の人権、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保します。
（６）環境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取り組みます。
（７）社会と共に歩む「良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動に取り組みます。
（８）社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除します。

　コンプライアンスとは、「法令やルール等を厳格に遵守し、さらには倫理等の社会的規範を忠実にかつ誠実に遵守し、
公正な企業活動を遂行する」ことをいいます。

■法令遵守（コンプライアンス）の基本方針

法 令 遵 守（コンプライアンス）の 体 制 に つ い て

　当金庫では、金庫全体のコンプライアンスを統括する部署として、人事総務部を設置しています。毎年コンプライアンス
を実現させるための具体的な実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を策定し、これに基づいてコンプライアンス
の実践を図っています。
　コンプライアンスに関する規程として、企業倫理確立のための「倫理綱領」、職員が守るべき行動規範としての「倫理
行動基準10ヵ条」、コンプライアンス上の問題点について報告し対応するための「コンプライアンス規程」、「不祥事件
対応規程」、コンプライアンス違反等を通報するための「内部通報規程」、遵守すべき法令事例等を取りまとめた「信用
金庫職員のための考えるコンプライアンス」、反社会的勢力等に対して断固排除するための「反社会的勢力対応規程」
などを制定し、役職員全員に配布し周知を図っています。本部・営業店のコンプライアンス取り組み状況に対する各種
モニタリング、コンプライアンスに係る情報発信や研修等を通じた啓発活動を行っています。さらに本部・営業店に「コンプライ
アンス担当者」を配置することにより、本部・営業店が一体となってコンプライアンス態勢の実効性の確保を図っています。
　また、お客さまからの相談・照会・要望・苦情等を受付ける「お客様相談室」を設置し、営業店の店頭にはお客さまから
直接ご意見を頂くための「お客様カード（ハガキ）」を備え付けるなど、コンプライアンス態勢強化を図っています。
　今期においても不祥事件を再び発生させないよう、コンプライアンス態勢の更なる強化に向けた取り組みを進めています。

コ ン プ ラ イ ア ン ス 態 勢 強 化 へ の 取 り 組 み

　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、個人情報の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に関する
法律（平成15年法律第57号）および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の関係法令等を
遵守するとともに、個人情報管理委員会を組織し、継続的な安全管理に努めております。
　当金庫は、以下の個人データの安全管理措置を講じております。
1. 「個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）」、「個人情報保護規程」、「特定個人情報取扱規程」、「個人データの安全
　管理規程」、「個人情報等漏洩防止管理規程」、「個人情報の盗難・紛失等事故対策マニュアル」等の個人情報保護に
　関する規程を整備しております。
2. 個人データの安全管理に係る業務遂行の総責任者である個人情報管理責任者を設置するとともに、営業店および
　本部各部に個人情報管理者を設置し、個人情報の取り扱いや保管状況の点検を実施し、個人情報保護の徹底を
　図っております。また監査部門による立ち入り監査を定期的に実施しております。更に、個人情報保護に関する説明会・
　研修会を全職員を対象に実施しております。
3. 全てのパソコン、端末装置にセキュリティーシステムを導入し個人情報の漏洩、滅失・毀損防止に万全を期しております。

個 人 情 報 保 護 に つ い て

　当金庫は、「金融サービスの提供に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、適正な
勧誘を図ることとします。

1.当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な
情報の提供と商品説明をいたします。
2.金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な
判断をしていただくために、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。
3.当金庫は、断定的判断を申し上げたり、事実と異なる情報を提供するなど、お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。
4.当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
5.当金庫は、金融商品の適正な勧誘が行えるよう、研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。

金 融 商 品 の 勧 誘 方 針

（注）当金庫は、確定拠出年金運営管理機関として、確定拠出年金法上の「企業型年金に係る運営管理業務のうち運用の方法の選定及び加入者等に対する提示の業務」及び
　  「個人型年金に係る運営管理機関の指定もしくは変更」に関しても本勧誘方針を準用いたします。
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